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１．はじめに
　2020年度から、小学校において、高学年で外
国語科（英語）が年間70時間教科として、また、
中学年で外国語活動が年間35時間実施されるこ
とになる（文部科学省 , 2017）。文部科学省
（2017）によると、英語の教科化の背景の一つ
として、今まで、小中学校で連携を行ってきた
が、その前段階で、スムーズに教科としての英
語に入れるように、小学校の高学年から、教科
としての英語を入れることが効果的であると述
べている。
　英語が教科になることに伴せて、児童の小学
校での動機づけが、今までと大幅に変わること
になると考えられる。そのことを踏まえて、今
回、再度、小学校外国語活動における児童の動
機づけ、及び中学校英語科における生徒の動機
づけの差異を明らかにするとともに、どのよう
なタイプの動機づけが、どの程度、学年によっ
て異なるのかを明らかにする。
２．先行研究
2.1　動機づけ
　鹿毛（2013）は、動機づけとは、「行為が起
こり、活性化され、維持され、方向づけられ、
終結する現象（p.12）」と定義している。廣森
（2010）は、「特定の行動を生起し、維持する心
理的メカニズム」としている。また、その特徴
を３つの視点からとらえると、「（1）行動の目
標 や 目 的（ 質 的 側 面 ） を 規 定 す る『 動 機
（motivate）』、（2）前者に加え、実際の行動の
強 さ（ 量 的 側 面 ） を 規 定 す る『 動 機 づ け
（motivation）』、（3）教師の指導や学習者の自
己動機づけによって、行動の質的・量的側面へ
の介入を志向する『動機づける（motivate/
motivating）』である（p.47）」としている。
　動機づけには多様な理論があり、本稿では外
発的動機づけと内発的動機づけに焦点を絞り、
自己決定理論のミニ理論のうちの有機的統合理
論を取り扱うものとする。
2.2　自己決定理論
　自己決定理論（Self-Determination Theory）
とは、成長と統合へと向かう自己の傾向性およ
び、より統合された自己の感覚を発達させてい
く傾向性を生得的に備えているとする生命体論
的視座に立脚した動機づけの考え方（Ryan & 
Deci, 2000a, 2000b）である。廣森（2005）は、「人
間の動機づけの根源に焦点を当てた動機づけの
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理論であり、そこでは人間が生得的に持ってい
る成長への性向や生理的 / 心理的欲求が、まわ
りの社会文化的要因とどのように相互作用しな
がら発達、あるいは衰退するのかといった問題
が取り扱われる（p.39）」と述べている。廣森
（2010）は、自己決定理論では、従来、対立す
るものとして考えられることの多かった内発的
動機づけと外発的動機づけを統合的にとらえ、
内発的動機づけと外発的動機づけを自律性（自
己決定性）という１次元の連続体上に配置でき
るため、生徒のさまざまな動機づけをとらえる
ことができ、単純な動機づけの高低ではなく、
その動機づけの状態を詳細に検討することが可
能であるとしている。したがって、児童生徒の
動機づけを細かく把握することができ、学年に
よる変容や比較が行いやすいと言える。本稿は、
自己決定理論の下位理論としての有機的統合理
論（Organismic Integration The ory） を 用 い
ることとする。
2.3　有機的統合理論
　Ryan & Deci（2000b）によれば、有機的統
合理論（Organismic Integration Theory）とは、
外発的動機づけには自律化の程度に応じて４つ
の段階があるとされる。自律化とは、価値や調
整を自分の内に取り込んでいく「内面化」と、
当人が自らの行動を調整する主体として位置づ
けられて自己の感覚を起源として行為が生じる
ような「統合」が生じるプロセスである。また、
廣森（2010）は、「行動の内在化や自己決定性
の程度によって外発的動機を細分化し、動機づ
けの各タイプを、連続体を成すもの（p.52）」
と述べている。
　以下、Ryan & Deci（2017）の指摘する自己
決定性の違いに関して記述する。図１は、自己
決定性の違いによって、それぞれの動機のタイ
プを分類したものである。
無動機（Amotivation）
自律性が全く存在しない状態である。活動に
全く価値が見出されていなかったり、その活
動をしていても望ましい結果が得られないと
思っていたりすることによって、行為しよう
とする意図が全く欠如している様子を指す。
外的調整（External Regulation）
最も他律的な外発的動機づけである。これは
外的な欲求を満たすため、あるいは報酬随伴
性に応じるために行為するような場合を示す。
条件に対して受動的に従うような心理状態を
指す。
取り入れ的調整（Introjected Regulation）
外的な調整を自己の内部取り込んではいるの
だが、それが自分のものとして十分に受け入
れられていない段階である。罪の意識や不安
を避けるために行為する場合、あるいは誇ら
しさのような自尊心（self-esteem）を高める
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図１　連続体としての動機の各タイプと自己決定性（Ryan & Deci, 2017を基に作成）
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ために行為する場合を指す。
同一視的調整（Identified Regulation）
行為の目標やコントロールを意識的に価値づ
け、その行為自体が自己の内部に受容され、
個人的に重要なものとして認識されているよ
うな心理状態を指す。
統合的調整（Integrated Regulation）１）
それをすることが自己像の重要な部分となっ
ている。自分の価値観、必要性、アイデンティ
ティなどと調和のとれた選択的行動をとる心
理状態を指す。
内 発 的（ 内 的 ） 調 整（Intrinsic（Internal）
Regulation）
行為に従事することそれ自体が目的となって
いる。活動の目的に意義や価値が見出されて
いる心理状態を指す。最も自律的な外発的調
整で、この調整が、最も内発的動機づけに近
いものであるとされている。
　外発的動機に基づく行動であっても、学習者
である子どもたちがその意味や意義を内面化
（または内在化）していくことで、内発的動機
に基づく行動へと変容することが一連の研究で
明らかになってきている（Ryan & Deci, 2000a, 
2000b）。
2.4　小学生と中学生の動機づけ
　ベネッセ（2015）は、小学４年生から中学２
年生の学習動機づけの変化を調査した。その結
果、内発的動機づけが小学６年生から中学１年
生で大きく減少していた。図２によると、同一
化的動機づけと取り入れ的動機づけには、大き
な変化は見られなかった。また、外的動機づけ
が小学４年生から小学６年生にかけて減少傾向
にあったにも関わらず、中学１年生になり大き
く増加している。小学校から中学校への移行の
際に、学習動機づけが変化する理由として、学
習環境の移行や環境の変化などの要因と、子ど
もの発達的な影響による要因の２つであると述
べている。また、小学生、中学生ともに、「内
発的動機づけ」が高く「外的動機づけ」が低い
自律的動機づけタイプの子どもが、学校での成
績が最もよいという結果が得られたと述べてい
る。
　以上のことから、動機づけは英語力に影響を
与えていると考えられる。
　師子鹿（2012）は、小学校６年生で英語活動
を楽しく感じていたのに対して、中学校入学後
１年経過した１年生は、英語の勉強をあまり肯
定的に捉えていないことを示した。以上のこと
から、小学校では外国語活動に対して好感を抱
図２　調査結果（ベネッセ，2015）
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いていたが、中学校に入り、何らかの原因で英
語の学習に対して好感を持てず、英語学習に対
する動機づけが十分でないと言える。
　岡田（2010）は、小学生から大学生における
自己決定理論に基づく学習動機づけの関連性を
調査した。その結果、「小学生においては、自
律性と統制の両極に動機づけが偏る傾向が見ら
れた」と示している。さらに、「中学生では、
すべての動機づけ概念間に正の関連が見られ
た」とも示している。しかし、この研究では学
習に対する動機づけであり、英語学習にのみ焦
点を当てたものではないないため、英語学習動
機づけについて調査することに意味があると言
える。また、岡田・中谷（2006）において、「動
機づけのスタイルによって課題への興味のあり
方や課題遂行中の不安が異なる」ことを示した。
さらに、湯川ら（2012）は、小学校で英語を学
んだ中学１年生を対象に英語学習動機について
調査した。その結果、年間を通して英語学習意
欲を高いレベルで維持することができたことを
明らかにした。
　以上の先行研究を踏まえて、小学校高学年児
童の動機づけと中学生の動機づけを比較研究し、
その関係性を明らかにすることをは、今後の小
学校英語科の教科化に向けて有意義な示唆とな
ると考えられる。
３．研究の目的と方法
3.1　目的
　以上の先行研究から，以下の２点を本研究の
目的とする。
　（1）小・中学生における、外発的動機づけの
それぞれの調整におけるシンプレックス・パ
ターンの検討を行い、それぞれの調整が連続体
になっているかについて明らかにする。
　（2）（1）の結果を基に、小・中学生の各々の
動機づけタイプの差を明らかにする。
3.2　参加者
　本研究の参加者は、小学５年生159名、小学
６年生170名、中学１年生293名、中学２年生
342名、中学３年生295名であった。
　本研究における参加者の特性としては、小学
５年生の児童は、年間35時間の外国語活動を受
けており、６年生児童は、35時間の外国語活動
を２年間、計70時間の外国語活動を受けている。
上記の児童たちの在籍する小学校では、週１回
ALT（Assistant Language Teacher）が来校し、
学級担任との TT（Team Teaching）によって
英語活動、及び外国語活動を行っていた。また、
中学校１，２，３年生においては、小学校高学年
で、70時間の外国語活動（英語活動）を受けて
いる。本調査の５，６年生児童と同様に、小学
生時点では、学級担任と ALT との TT による
英語活動（外国語活動）を受けてきた生徒たち
である。
3.3　調査時期
　2015年２～ 3月に実施した。調査の際は調査
校へ出向き、各クラスで約20分の回答時間を設
けた。
3.4　アンケート
　調査は、５段階尺度法による小・中学生共通
の25項目のアンケートを用いた。質問項目は、
廣森（2006）を参考に作成した外発的動機づけ
における４つの調整と無動機に関する25項目で
ある。
3.5　分析方法
　まず、小・中学生1259名に対して、検証的因
子分析（CFA）を行う。分析の対象とした項
目は、内発的調整（５項目）、同一視的調整（５
項目）、取り入れ的調整（５項目）、外的調整（５
項目）、無動機（５項目）の計25項目である。
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　次に、５つの動機づけタイプの相関に、シン
プレックス・パターンがあるかどうかを検証す
るために、相関係数を算出する。
　最後に、小学校５年生から中学校３年生まで
の各学年間で、平均値に差があるかどうかを検
証するために、二元配置（対応あり×なし）の
分散分析を実行する。また、相互作用が有意で
あった場合、どの部分に有意差が見られたのか
を検討するために単純主効果の検定を行う。単
純主効果の検定の結果を基に、多重比較を行い、
詳細な差異を明らかにする。
４．分析結果
4.1　動機づけに関する検証的因子分析（CFA）
の結果
　初めに、動機づけの下位尺度がそれぞれの項
目に対応する構成概念を適切に反映しているか
どうかを検討するために、最尤推定法による構
造方程式モデリングによって、検証的因子分析
（CFA）を行った。なお、分析には SPSS Amos 
25.0を用いた。結果は、図３の通りである。
　モデル適合度指標は、χ2 = 1133.337, df = 
256, p = .000, GFI = .842, AGFI = .808, CFI = 
.861, RMSEA [90%CI]= .075[.069, .081] であった。
図３　動機づけ尺度に関する検証的因子分析（CFA）の結果
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　したがって、この確認的因子分析（CFA）
のモデルとデータの適合は受け入れられうる値
を示していることが明らかとなった。すなわち、
これらのアンケート項目が、動機づけの下位尺
度（内発的調整、同一視的調整、取り入れ的調
整、外的調整）及び、無動機を適切に反映して
いることが確認された。
　各因子間の相関について、Ryan & Connell
（1989）は、動機づけの各タイプ間にシンプレッ
クス・パターンを想定している。
 これは、表１に示すように、隣接する概念間
（e.g. 内発的調整と同一視的調整）では強い正
の相関が見られ（r = .68, p = .00）、連続体の対
極に位置する概念間（e.g. 内発的調整と外的調
整）では、強い負の相関、あるいは無相関を示
すという仮定である（Ryan & Connell, 1989）が、
今回の分析では、対極に位置する概念間でも正
の相関が見られた（r = .32, p = .00）。しかしな
がら、内発的調整から外的調整に移るにつれて、
相関は低くなっているため、自己決定の程度に
基づいて、内発的調整、同一視的調整、取り入
れ的調整、外的調整という順に連続体を形成し
ていると考えることができるであろう。
　したがって、これらの因子構造は、適切に小・
中学生の外発的動機づけの連続体としての因子
構造を表していると考えられる。
4.2　分散分析の結果と考察
4.2.1　学年ごとの動機づけの変容
　学年ごとの動機づけタイプの変容を見るため
に、反復測定による二元配置（対応あり×なし）
の分散分析を行った。その結果を表２，３及び
内発的調整 同一視的調整 取り入れ的調整 外的調整 無動機
内発的調整 ―
同一視的調整  .682** ―
取り入れ的調整  .463**  .509** ―
外的調整  .321**  .415**  .516** ―
無動機 -.451** -.452** -.177** -.093** ―
**p < .01 
表１　各因子間の相関係数
学年
タイプ
小５
(N = 156)
小６
(N = 169)
中１
(N = 293)
中２
(N = 342)
中３
(N = 295)
M SD M SD M SD M SD M SD 
内発的
調整
4.07 1.07 3.28 1.24 2.90 1.10 3.15 1.13 3.60 .79 
同一視的
調整
4.32  .73 3.74  .98 3.55 1.07 3.71 1.06 4.08 .79 
取り入れ
的調整
3.14 1.23 2.85  .82 2.65  .84 2.74 1.05 2.87 .70 
外的調整 2.82 .88 3.00  .75 3.02  .83 2.84  .81 2.76 .67 
無動機 2.09 0.88 2.27  .75 2.33  .92 2.56  .99 2.28 .94 
表２　学年ごとの動機づけの記述統計量
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図４に示す。
　表２は学年ごとの動機づけの記述統計量であ
る。内発的調整は、小学５年生で一番平均値が
高く（M = 4.07）、小学校６年生、中学１年生
と低下し、中学校２，３年生では、上昇してい
ることが見て取れる。同様に、同一視的調整や
取り入れ的調整も同様の傾向があることが明ら
かとなった。一方で、外的調整と無動機は、小
学校５，６年生、中学校１年生と学年が上がる
につれて増加し、中学２，３年生では減少傾向
にある。また、どの学年も同一視的調整の平均
値が最も高いことも明らかにされた。英語を学
習していく中で、児童生徒は英語が必要である
と感じているが、英語学習を楽しいと思ったり
興味があると感じたりするまでには達していな
いということが伺える。
　表３は、学年ごとの動機づけの分散分析の結
果である。図４は、動機づけの各タイプの平均
値の推移を示している。Mauchly の球面性の
検 定 が 成 り 立 っ て い な か っ た の で、
Greenhouse-Geisser 検定の数値を用いること
とした（表３）。二元配置の分散分析の結果から、
「学年と動機づけ」タイプの間に相互作用がみら
れた（F（9.94, 3091.35）= 19.93, p = .00, ηp
2 = .06）。
しかし、その効果量は、ηp
２ = .06と小さく、
約６％程度の影響しか及ぼさないことが明らか
となった。また、「動機づけ」のタイプにおけ
る主効果が有意であった（F（2.49, 3091.35）= 
548.64, p = .00, ηp
２ = .31）。上記の結果から、
動機づけタイプの変化は、学年によって影響を
受けるが、その効果量は小さいこと、また、動
機づけタイプの変化は有意な数値を示しており、
2
2.5
3
3.5
4
4.5
小５ 小６ 中１ 中２ 中３
内発的調整 同一視的調整 取り入れ的調整
外的調整 無動機
図４　学年ごとの動機づけの平均値の推移
項目 Type Ⅲ SS df MS F Sig. ηp2
動機づけ 1616.00 2.49 650.30 548.64 .00 .31
動機づけ×学年 234.84 9.94 23.63 19.93 .00 .06
誤差（動機づけ） 3664.17 3091.35 1.19
表３　二元配置（対応あり×なし）の分散分析の結果
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約31％の影響を受けていることが明らかとされ
た。
5.2.2　単純主効果の検定結果
各動機づけタイプにおける学年差の検定
　表４は、動機づけのタイプの学年に関する単
純主効果の検定結果を示している。内発的調整、
同一視的調整、取り入れ的調整、外的調整、及
び無動機における学年差に関しては、すべての
項目において有意差がみられた（表４参照）。
そこで、各調整における学年差に関する多重比
較を行った。その結果を表５から表９に示す。
また、各動機づけタイプにおける学年差にかん
する効果量η2も示している。
　以下、単純主効果が有意だった項目の多重比
較を行うことにより、その差異を明確にする。
内発的調整
　単純主効果の検定の結果、内発的調整による
学年間に有意な差が見られた（F（4, 4976）= 
176.76, p = . 00, η2 = .14（効果量大））。
　多重比較の結果、小学５年生と６年生、及び
中学１，２，３年生において１% 水準で有意で
あることが明らかとなった。また、小学６年生
と中学１年生との比較では、５% 水準で有意、
また中学２，３年生では、１％水準で有意であ
ることが明らかになった。これらのことから、
小学５年生から学年が上がるにつれて、有意に
内発的調整の数値が減少していくことが示され
た。また、小学６年生から中学１，２，３年生に
関しても数値が有意に変化することが示された。
効果 SS df MS F p η2
学年（内発的調整による） 520.64 4 130.16 176.76 .00 .14 
学年（同一視的調整による） 346.98 4  86.74 117.80 .00 .10 
学年（取り入れ的調整による） 318.96 4  79.74 108.29 .00 .09 
学年（外的調整による） 204.71 4  51.18  69.50 .00 .06 
学年（無動機による） 336.39 4  84.10 114.21 .00 .09 
誤差 3664.17 4976 .74 
表４　単純主効果の検定の結果
Type of 
Motivation
(I) 学年 (J) 学年
平均値の
SE ｐ
95%CI 
差(I-J) LO HI
内発的
調整
小５
小６  .475* .12 .000 .130 .820 
中１  .797* .11 .000 .490 1.110 
中２  1.174* .11 .000 .870 1.470 
中３  .910* .11 .000 .600 1.220 
小６
中１  .322* .11 .030 .020 .620 
中２  .699* .10 .000 .410 .990 
中３  .435* .11 .000 .140 .740 
中１
中２  .377* .09 .000 .130 .620 
中３ .113 .09 1.000 -.140 .370 
表５　内発的調整における学年差（対応あり要因の多重比較結果）
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Type of 
Motivation
(I) 学年 (J) 学年
平均値の
SE ｐ
95%CI 
差(I-J) LO HI
同一視的
調整
小５
小６ .233 .110 0.32 -.070 .540 
中１ .574* .100 0.00 .300 .850 
中２ .765* .090 0.00 .500 1.030 
中３ .594* .100 0.00 .320 .870 
小６
中１ .341* .090 0.00 .080 .610 
中２ .532* .090 0.00 .270 .790 
中３ .361* .090 .000 .100 .630 
中１
中２ .191 .080 .140 -.030 .410 
中３ .020 .080 1.00 -.210 .250 
表６　同一視的調整における学年差（対応あり要因の多重比較結果）
Type of 
Motivation
(I) 学年 (J) 学年
平均値の
SE ｐ
95%CI 
差(I-J) LO HI
取り入れ的
調整
小５
小６ .274 .100 .080 -.020 .570 
中１ .293* .090 .020 .030 .550 
中２ .483* .090 .000 .230 .740 
中３ .393* .090 .000 .130 .650 
小６
中１ .019 .090 1.00 -.230 .270 
中２ .209 .090 .170 -.040 .460 
中３ .119 .090 1.00 -.130 .370 
中１
中２ .190 .070 .110 -.020 .400 
中３ .100 .080 1.00 -.120 .320 
表７　取り入れ的調整における学年差（対応あり要因の多重比較結果）
Type of 
Motivation
(I) 学年 (J) 学年
平均値の
SE ｐ
95%CI 
差(I-J) LO HI
外的
調整
小５
小６ .055 .090 1.00 -.190 .300 
中１ -.195 .080 .140 -.420 .030 
中２ -.207 .080 .070 -.420 .010 
中３ -.031 .080 1.00 -.250 .190 
小６
中１ -.249* .080 .010 -.470 -.030 
中２ -.262* .080 .010 -.470 -.050 
中３ -.086 .080 1.00 -.300 .130 
中１
中２ -.012 .060 1.00 -.190 .170 
中３ .163 .070 .130 -.200 .350 
表８　外的調整における学年差（対応あり要因の多重比較結果）
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同一視的調整
　単純主効果の検定の結果、同一視的調整によ
る学年間に有意な差が見られた（F（4, 4976）
= 117.80, p = . 00, η2 = .10（効果量中））。
　多重比較の結果、小学５年生では、平均値の
差が、中学１，２，３年生との間で、１% 水準
で有意であることが明らとなった。しかし、小
学６年生と各学年との差を見てみると、有意で
ないことが見て取れる。これは、小学５，６年
生と中学生の間には、有意に差があることを示
していると考えられる。
取り入れ的調整
　単純主効果の検定の結果、取り入れ的調整に
よ る 学 年 間 に 有 意 な 差 が 見 ら れ た（F（4, 
4976）= 108.29, p = . 00, η２ = .09（効果量中））。
　多重比較の結果、小学５年生では、中学１，２，
３年生との間で、１% 水準で有意であること
が明らかになった。しかし、小学６年生との間
では、有意差がなかった。小学６年生では、ど
の学年との間にも有意差がないことが明らかに
なった。
外的調整
　単純主効果の結果、外的調整による学年間に有
意な差が見られた（F（4, 4976）= 69.50, p = . 00, 
η2 = .06（効果量小））。
　多重比較の結果、小学５年生では、どの学年
との間でも有意差がなかった。小学６年生では、
中学１，２年生との間で、１% 水準で有意であ
ることが明らかになった。
無動機
　小学５年生と中学２年生との間に１％水準で
有意な差が見られた。また、同様に、小学６年
生と中学２年生の間に１％水準で有意差が見ら
れた。
５．総合的考察
　検証的因子分析の結果、及び相関係数を算出
した結果、アンケートの各項目がそれぞれの因
子（内発的調整、同一視的調整、取り入れ的調
整、外的調整、無動機）を反映しており、その
シンプレックス・パターン構造の存在から、そ
れぞれの因子が、連続体をなしていることが明
らかとされた。したがって、小学校高学年、及
び中学生において、有機的統合理論の５つの因
Type of 
Motivation
(I) 学年 (J) 学年
平均値の
差(I-J)
SE ｐ
95%CI 
LO HI
無動機
小５
小６ -.186 .100 .690 -.470 .100 
中１ -.241 .090 .080 -.500 .020 
中２  -.476* .090 .000 -.730 -.230 
中３ -.190 .090 .370 -.450 .070 
小６
中１ -.055 .090 1.00 -.310 .200 
中２ - .290* .090 .010 -.530 -.050 
中３ -.004 .090 1.00 -.250 .250 
中１
中２ -.235* .070 .010 -.440 -.030 
中３ .051 .080 1.00 -.160 .260 
表９　無動機
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子を測るためにこのアンケートは、十分用いる
ことができることが示された。
　また、各因子の記述統計量から、小学５年生
において、内発的調整・同一視的調整という自
律的動機づけの数値が最も高いことが示された。
しかし、この自律的動機づけの各因子は、小学
６年生、中学１年生と学年が上がるにつれ、低
下することも示された。これには、学習内容が
関連していると考えられる。学年が上がるにつ
れて、学習内容は難しくなり、児童は、自分が
できるという気持ちである自己有能感や自己効
力感を得ることが難しくなる。そうすると、動
機づけの低下をまねくと考えられる（石濱ら , 
2014; 染谷 , 2016）。だが、中学２，3年生にな
るにつれて、自律的動機づけが上昇傾向にある
ことも示された。この結果としては、高校入試
などの外的な要因により、生徒が学習を行い、
その結果として、勉強を行った達成感や満足感
などを得て（Ryan & Deci, 2017）、勉強の楽し
さや面白さに気付くからだと推測することがで
きるであろう。
　他律的動機づけの構成要素である外的調整と
取り入れ的調整に関しては、小学生高学年と中
学生において、異なった数値をとることが明ら
かとなった。取り入れ的調整に関しては、自律
的動機づけと同様に、小学５年生が最も高く、
小学６年生、中学１年生と学年が上がるにつれ
て減少傾向にある。そして、中学２，3年生に
なると、上昇する傾向にある。これに対し、外
的調整、及び無動機に関しては、小学６年生、
中学１年生と学年が上がるにつれて、高くなり、
中学２，３年生では、低下する傾向を示した。
これらの結果から、小学校高学年、及び中学生
にとって、取り入れ的調整が自律的動機づけと
類似した傾向を示し、外的調整と無動機が類似
した傾向を示すと考えられる。
　自律的動機づけが、学習や達成度（成績）に
は、重要だとされる研究が存在する（e.g. Oga-
Boldwin & Nakata, 2017）ことを鑑みて、小中
学校における学習者の動機づけ要因の変容を明
らかにすることは、重要であると考えられる。
本研究においては、小学５年生から中学１年生
と学年が上がるにつれて、自律的動機づけの低
下が顕著に見られた。
　この結果は、今後、小学校において中学校と
同様の指導を小学校に導入することの危険性を
大いに示唆していると考えられる。特に、文部
科学省（2017）において、中学校の前倒しでは
ない、英語の授業が必要であるということが言
及されているが、現状、小学校における英語教
育の研修が充実している状態とは言えない。ま
た、教育委員会などでの研修においても、各学
校で１人だけ参加し、その内容を他の教員に伝
えるような状態となっている地域が多く、実際
のところ、ほとんどの教員が小学校英語に関し
て、十分な情報が得られる状態となっていない
と考えられる。
　今後、2020年に英語を教科化する上では、様々
な問題が浮上する。教員研修、教員の英語力、
ALT との TT、デジタル教材の使用方法など
多くの課題がある。これらを少しずつ改善し、
小学校だからできる授業の体系を作っていくこ
とが、今後の小学校英語教育の発展に大きく影
響を及ぼすと考えられる。
　したがって、この調査結果を参考に、小中学
校の教員、及び教育に関連する職に従事する
方々にとって、今後の小学校での動機づけを低
下させず、高い動機づけを維持できる方策、及
び、中学校において低下する可能性が大きい自
律的動機づけを如何に維持、向上させるかの方
策を探る手掛かりになることを期待する。
６．今後の課題
　本研究では、外国語活動を受けた児童及び生
―　　―270
徒の動機づけ要因の変容を検討した。しかし、
2018年現在、小学校において、小学校外国語科
が先行実施され、児童の動機づけは、以前まで
（本研究時点で）の児童の情意面と異なる可能
性が高い。したがって、今後、新たに、先行実
施の外国語科の授業を受けた児童、生徒におい
て再調査を行うことで、さらなる知見が得られ
るだろう。
注
１）自己決定理論では、最も自律性の高い統制
スタイルとして、統合的調整が想定されている
が、同一視的調整と統計的に区別できないこと
（Vallerand, 1997）から、この研究の後、ほと
んど扱われていない。そのため、本研究におい
ても扱っていない。
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